○仲卸業者の直接集荷許可制度等の運用について
指摘・指示事項票
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月５日から

平成21年６月12日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	業　　　務

	指摘事項

市場の仲卸業者が、市場の卸売業者を通さず、直接生鮮食料品等を買い入れて小売業者等に販売する場合は、事前に知事の許可を受けなければならない。また、当該直接集荷生鮮食料品等を販売したときは、翌月10日までに知事に届け出る必要がある。これらについて違反しているものがあった。
さらに、許可申請書に書類上の不備があるにもかかわらず、許可しているものがあった。

また、直接集荷品販売届出書の提出が遅れたため、決算における売上高割使用料が当該年度に計上されず、翌年度にずれ込んで計上されており、市場が毎月公表している月別販売金額（取扱高）が不正確になっているものがあった。



	指摘事項の内容等

１　大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）の仲卸業者が、市場の卸売業者を通さず直接生鮮食料品等を買い入れて小売業者に販売する場合（以下「直接集荷」という。）は、事前に知事の許可を受けなければならないが、実際に直接集荷を行った後に許可申請書を提出しているものがあり、事前許可に違反しているものがあった。【大阪府中央卸売市場業務規程第44条、同施行規則第58条及び大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱第２】

２　本件許可は、市場の卸売業者が取り扱っていない生鮮食料品等を買い入れるため、または市場の卸売業者の取扱量では、十分に需要を満たすことができない等の理由がある場合に許可されるものであるが、青果の仲卸業者Ａからの許可申請書の記載内容には、「買入予定主要品目」、「産地又は買入先の所在地」及び「買入予定数量」が未記入のものがあった。これらについては、許可要件を満たすかどうかが明確でなく、書類上の不備があるにもかかわらず、許可していた。

３　また、直接集荷を行った業者が当該生鮮食料品等を販売したときは、翌月10日までに知事に届け出しなければならないとされているが、仲卸業者Ａの届出は、所定の期日を大幅に過ぎているものがあり、諸規定に違反していた。【大阪府中央卸売市場業務規程第44条、同施行規則第58条及び大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱第４】

４　市場の仲卸業者が提出した直接集荷の許可申請書及び販売後の届出書を確認したところ、仲卸業者Ａにおいては、平成19年４月から20年３月までの各月分が、翌年度の20年９月に、20年４月から21年２月までの各月分が、21年３月に各々一括して提出されていた。

５　これにより、市場の決算における売上高割使用料の計上年度にずれが生じ、平成19年度に計上すべき収益が20年度の収益として計上し、請求・入金ともに遅れていた（3,219千円相当額）。

６　さらに、市場が毎月公表している月別販売金額（取扱高）も不正確になっていた。

７　本件については、今後、このようなことがないよう、全業者に対し周知徹底を図り、特に、毎年度直接集荷の取扱高が大きい業者に対しては直接指導するなど適正な事務の執行に努められたい。
（参考）
大阪府中央卸売市場業務規程

第20条（仲卸業務の許可）

中央市場において仲卸しの業務を行おうとするものは、知事の許可を受けなければならない。

第44条（仲卸業者の業務の規制）

２　仲卸業者は中央市場内においては、第20条第１項の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等を中央市場の卸売業者以外の者から買い入れて販売してはならない。ただし、当該生鮮食料品等を中央市場の卸売業者から買い入れることが困難であって、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当するときは、この限りでない。

(1) 仲卸業者が、規則で定めるところにより、知事の許可を受けていること。　
３　前項第１号の許可を受けようとする仲卸業者は、規則で定めるところにより、申請書を知事に提出しなければならない。

５　第２項第１号の許可を受けた仲卸業者は、その許可に係る生鮮食料品等の全部を販売したときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。

大阪府中央卸売市場業務規程施行規則
第58条　知事は、業務規程第44条第２項第１号の許可の申請が、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該許可をしてはならない。

(1)　卸売業者が、通常の取引において、中央市場の仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等の卸売をしていない場合

(2)　卸売業者が通常の取引において行う卸売が、中央市場の仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等について、その仲卸業者の需要を十分に満たすことができない場合

(3)　仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等について、通常の取引において、中央市場の卸売業者からの買い入れでは、中央市場の卸売業者以外の者から買い入れる場合より当該生鮮食料品等を取り扱う仲卸売業にとって著しく不利益となる場合

２　業務規程第44条第３項の申請書の提出は、仲卸業者の直接集荷許可申請書(様式第26号)により行わなければならない。

３　業務規程第44条第５項の規定による届出は、仲卸業者の直接集荷品販売届出書(様式第27号)により行わなければならない。

大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱

第２　申請手続

仲卸業者が直接集荷をしようとするときは、直接集荷許可申請書（規則様式第26号）を当該生鮮食料品等の受渡し日の30日前から３日前までに知事に提出しなければならない。ただし、特別の事情があると認められるときは、直接集荷許可申請書により、あらかじめ包括申請することができる。
第４　販売の届出

規則第58条第３項の届出は毎月10日までに前月中の実績を直接集荷品販売届出書（規則様式第27号）により、知事に提出する。



○売上高割使用料の検証方法について

委員意見票
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月５日から

平成21年６月12日まで

	委員意見

市場の売上高割使用料は、卸売業者の（受託及び買付）販売額と仲卸業者の直接集荷額に一定率を乗じて定められているが、当該金額は各業者の報告・届出のみに拠っており、その正確性について、現状の仕組みでは十分な検証がされておらず、内部統制の整備が必要である。

業者に対して本来納付すべき金額が納付されていないとすれば、公平性・公正性の観点から問題であることから、市場の売上高割使用料について検証方法を検討されたい。


	１　背景・現状

（1） 市場の営業収益

　　　大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）の営業収益は、場内業者等から徴収する売上高割使用料と面積割の施設使用料、その他雑収益で構成されている。
（2） 場内業者への指導監督

　　　市場においては、農林水産大臣が市場参加者として卸売業者４社に、開設者である大阪府は青果仲卸業者76社、水産仲卸業者72社に、許可を与え（平成21年３月末現在）、売買取引の公正性及び効率性を担保するため、指導監督を行っている。

（3） 売買取引に関する指導監督の状況
市場は卸売業者に対し毎日、販売原票等の提出を求め、相対取引や第三者販売の承認を行い、仲卸業者に対しては、直接集荷の許可及び届出の審査、月間売上報告の集約を行い、市場取引高を公表している。

※相対取引　…あらかじめ販売予定価格を定めることなく、また買手に競争させることもなく、買手との協議によって販売価格、数量、その他の条件を定めて行う売買方法をいう。

第三者販売…卸売業者が市場内の仲卸業者等以外の第三者に販売することをいう。

直接集荷　…仲卸業者が、その許可にかかる取扱物品の部類に属する生鮮食料品等をその市場の卸売業者以外のものから買い入れて販売することをいう。

２　受検機関の対応

（1） 卸売業者に対する検査・経営指導等

卸売業者に対し、業務の適正化と財務の運営に関する会計処理等について検査・経営指導し、適正かつ健全な運営の確保に努めるため、平成20年度においては水産卸売２社に対し、立入検査を実施した。通常１年ごとに青果部と水産物部を交互に検査しているが、該当年に農林水産省の検査、近畿農政局の検査が入った業者については対象外としている。

検査の方法としては、市場が指定した１日分の販売原票と仲卸業者に発行した請求書の照合を行うが、売上元帳との照合はしていない。また、卸売業者から提出される月間売上報告書と売上元帳の照合も行っていない。

（2） 仲卸業者に対する検査・経営指導等

仲卸業者に対し、業務の適正化と財務の運営に関する会計処理等について検査・経営指導し、適正かつ健全な運営の確保に努めるため、平成20年度においては通常検査16社、特別指導２社を実施した。検査・指導は必要性が高いと認めた仲卸業者について行うため、数年で全業者に検査又は指導を行うようなローテーションは組まれていない。

検査の方法としては、基準月を設定して、当該月の仕入帳と合計残高試算表の仕入高を照合しており、仕入帳に場内卸売業者以外の仕入先があれば「直接集荷あり」とみなし、直接集荷品販売届出書が提出されているかを確認し、提出されていないようであれば、提出するよう指導している。当該届出書とその提出業者の仕入帳の照合は行っていない。

３　課題

市場の売上高割使用料は、卸売業者の(受託及び買付)販売額と仲卸業者の直接集荷額に一定率を乗じて定められているが、当該金額は各業者の報告・届出のみに拠っており、現状では当該金額を検証する仕組みがなく、内部統制の整備がなされていない。その結果、決算数値計上額、業者の納付額、市場の収入すべき入金額の正確性が確保されていない状況になっている。

（1） 卸売業者について

卸売業者が提出する月間売上報告書に一定率を乗じ、売上高割使用料の請求額を確定している。

しかしながら、立入検査時には上記２(1)のとおり月間売上報告書と売上元帳及び試算表との照合、日々の販売原票と売上元帳の整合性を確認するなどの検証が行われていない。

現在の検査方法では、１日分の販売原票と仲卸業者に発行した請求書を個々に照合しているのみであり、月間売上報告書と帳簿とのつながりを見ていないため、月間売上報告書の正確性は検証できていない。

（2） 仲卸業者について

仲卸業者については、直接集荷による月間販売額に一定率を乗じ、売上高割使用料の請求額を確定している（市場卸売業者から仕入れて販売するものについては売上高割使用料は徴収しない）。

しかしながら、仲卸業者への立入検査時には上記２(2)のとおり直接集荷品販売届出書とその提出業者の仕入帳の照合は行っていない。

このことについては特に、平成８年度に場内業者から許可申請のない者や過少申告者がいるので指導するようにと、市場に対して要望が寄せられていた経緯もあり、業者からの届出について検証しない今のままの体制では、市場内の業者間の公平性にも反するおそれがある。
　仲卸業者は直接集荷品販売届出書を作成するに当たり、各種帳簿間との照合を行っているものと思われるので、市場としても同様の検証は可能なはずである。

上記について、売上高割使用料の検証方法を検討すべきである。
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